










官営の事業として、1928（昭和 3）年 11 月に台
北放送局（JFAK）が開局し、1931 年 1 月 15 日
から、10 キロワットの本放送を開始した。1931
年 2 月 1 日に社団法人台湾放送協会が設立され、
台北放送局もそこへ移管された。翌 1932 年 4 月
1 日に台南放送局（JFBK）が、1935 年 5 月 11
日には台中放送局（JFCK）も開局し、三局体制
となった。





















整備も進め、1942（昭和 17）年 8 月に、嘉義放






































ジオを設置していた。なお、この 1928 年の 12 月
19 日には「台湾総督府令第 73 号」が公布・施行
され、日本国内の逓信省令「放送用私設無線電話










1931（昭和 6）年 2 月 1 日に台湾放送協会が設
立され、それにともない、有料（聴取料月額 1
円）となった。そのことを反映したためか、昭和
5 年度には廃止とするものが 3399 となり、昭和 4
年度末の「施設者数」が 9400 であったのが、昭












比し増減割合施設 廃止 施設 廃止 施設 廃止
昭和 3 年度 7,861 24 27 0 7,888 24 7,864 7,864 -
昭和 4 年度 1,792 267 11 0 1,803 267 1,536 9,400 1.95
昭和 5 年度 1,649 3,399 4 0 1,653 3,399 -1,746 7,654 -1.86
昭和 6 年度 6,223 3,507 13 6 6,236 3,513 2,723 10,377 3.56
昭和 7 年度 9,284 5,899 8 1 9,292 5,900 3,392 13,769 3.27
昭和 8 年度 5,587 4,365 6 1 5,593 4,366 1,227 14,996 0.89
昭和 9 年度 6,412 3,911 3 0 6,415 3,911 2,504 17,500 1.67
昭和 10 年度 9,792 4,278 10 0 9,802 4,278 5,524 23,024 3.16
昭和 11 年度 11,648 5,234 57 1 11,705 5,235 6,470 29,494 2.81
昭和 12 年度 19,845 6,117 340 11 20,185 6,128 14,057 43,551 4.77
昭和 13 年度 11,930 9,576 101 26 12,031 9,602 2,429 45,980 0.56
昭和 14 年度 15,501 9,233 53 6 15,554 9,239 6,315 52,295 1.37
昭和 15 年度 20,901 9,920 25 3 20,926 9,923 9,929 62,224 1.89
昭和 16 年度 35,782 12,297 68 7 35,850 12,304 23,546 85,770 3.78





れは、1932（昭和 7）年 4 月 1 日に、台南放送局
が台湾第二の放送局として開局したことが大き






おそらくは、その前年の 1936 年 5 月 10 日に台
北・台中・台南 3 局を連絡する有線中継本設備が
完成し（電波監理委員会編、1951：94）、三局の





1936 年 12 月 29 日）などしてラジオのさらなる












































昭和 3 年度末では「内地人」は 104. 7、すなわち





かに 2.1、すなわち 500 軒に 1 軒程度の割合しか
























湾日日新報』1936 年 6 月 6 日）との議論が交わ
されていた。そして、太平洋戦争開戦後の 1942





















昭和 3 年度末 7,864 6,357 1,507 80.8 9. 8 104.7 2. 1
昭和 4 年度末 9,400 7,456 1,944 79.3 11. 5 117.5 2. 7
昭和 5 年度末 7,654 6,685 969 87.3 9. 2 101.0 1. 3
昭和 6 年度末 10,377 8,982 1,395 86.6 12. 2 128.9 1. 8
昭和 7 年度末 13,769 11,214 2,555 81.4 15. 9 155.5 3. 3
昭和 8 年度末 14,996 11,917 3,079 79.5 16. 9 160.1 3. 9
昭和 9 年度末 17,500 13,884 3,616 79.3 19. 3 180.9 4. 5
昭和 10 年度末 23,024 18,032 4,992 78.3 24. 9 229.6 6. 1
昭和 11 年度末 29,494 23,017 6,477 78.0 31. 2 283.0 7. 8
昭和 12 年度末 43,551 31,552 12,029 72.4 45. 0 363.0 14. 0
昭和 13 年度末 45,980 32,527 13,453 70.7 47. 0 365.0 15. 0
昭和 14 年度末 52,295 35,494 16,801 67.9 52. 0 386.0 19. 0
昭和 15 年度末 62,224 39,850 22,374 64.0 62. 0 435.0 24. 0
昭和 16 年度末 85,770 47,668 38,102 55.6 83. 0 498.0 40. 0
昭和 17 年度末 98,196 52,110 46,086 53.1 91. 0 517.0 47. 0
昭和 18 年度末 100,315 54,047 46,268 53.9
昭和 19 年度末 99,246 55,196 44,050 55.6
出典） 1928～1942 年は各年度の『台湾総督府逓信統計要覧』、1943 年と 1944 年は『日本統治時期台湾省五十一年来統
計提要』による。
※ 「戸数千戸に対する施設者数」は昭和 12 年版より百戸あたりに変更されているが、ここでは、それを 10 倍した。そ

























事者は昭和 12 年度から 4 年連続で 1. 4 倍以上も
増加している。また、「農業」従事者は毎年 1. 2






ついてみると、全体でも前年末に比べ 1. 38 倍に
増加しているが、その中でも「農業」の 2. 13 倍
を筆頭に、「社会事業団体」の 1. 88 倍、「学生」











昭和 12 年度末 昭和 13 年度末 昭和 14 年度末 昭和 15 年度末 昭和 16 年度末 昭和 17 年度末
施設者数 （％） 施設者数 （％） 施設者数 （％） 施設者数 （％） 施設者数 （％） 施設者数 （％）
農業 1,155 2.7 1, 391 3.0 1, 780 3.4 2, 167 3.5 4, 606 5.4 7, 020 7.2
商業 8,166 18.8 8, 653 18.8 10, 231 19.6 13, 637 21.9 22, 017 25.7 24, 604 25.1
鉱業 95 0.2 138 0.3 201 0.4 340 0.5 487 0.6 573 0.6
工業 723 1.7 751 1.6 861 1.7 1, 123 1.8 1, 543 1.8 1, 993 2.0
交通業 230 0.5 240 0.5 275 0.5 354 0.6 396 0.5 457 0.5
銀行会社員 8,457 19.4 8, 909 19.4 10, 262 19.6 12, 480 20.1 15, 660 18.3 17, 263 17.6
公務員 16,651 38.2 16, 869 36.7 18, 390 35.2 20, 527 33.0 25, 089 29.2 28, 418 28.9
自由業 4,010 9.2 4, 929 10.7 5, 838 11.1 6, 701 10.8 9, 530 11.1 10, 743 11.0
学生 50 0.1 49 0.1 65 0.1 58 0.1 104 0.1 128 0.1
無職業 1,475 3.4 1, 573 3.4 1, 713 3.3 1, 864 3.0 1, 991 2.3 2, 204 2.2
官公署 661 1.5 731 1.6 759 1.4 775 1.2 1, 028 1.2 1, 185 1.2
学校 401 0.9 431 1.0 454 0.9 503 0.8 556 0.6 604 0.6
社会事業団体 689 1.6 788 1.7 901 1.7 979 1.6 1, 838 2.1 2, 199 2.2
その他 788 1.8 528 1.2 565 1.1 716 1.1 925 1.1 805 0.8















12 → 13 13 → 14 14 → 15 15 → 16 16 → 17
農業 1.20 1.28 1. 22 2. 13 1. 52
商業 1.06 1.18 1. 33 1. 61 1. 12
鉱業 1.45 1.46 1. 69 1. 43 1. 18
工業 1.04 1.15 1. 30 1. 37 1. 29
交通業 1.04 1.15 1. 29 1. 12 1. 15
銀行会社員 1.05 1.15 1. 22 1. 25 1. 10
公務員 1.01 1.09 1. 12 1. 22 1. 13
自由業 1.23 1.18 1. 15 1. 42 1. 13
学生 0.98 1.33 0. 89 1. 79 1. 23
無職業 1.07 1.09 1. 09 1. 07 1. 11
官公署 1.11 1.04 1. 02 1. 33 1. 15
学校 1.07 1.05 1. 11 1. 11 1. 09
社会事業団体 1.14 1.14 1. 09 1. 88 1. 20
その他 0.67 1.07 1. 27 1. 29 0. 87
総数 1.06 1.14 1. 19 1. 38 1. 14
出典）表 3 より作成
表5　職業別聴取者数（台北市）
昭和 10 年度末 昭和 11 年度末 昭和 12 年度末 昭和 13 年度末 昭和 14 年度末 昭和 15 年度末 昭和 16 年度末
施設者数 （％） 施設者数 （％） 施設者数 （％） 施設者数 （％） 施設者数 （％） 施設者数 （％） 施設者数 （％）
農業 9 0.1 9 0.1 19 0.2 21 0.2 24 0.2 32 0.2 68 0.3
商業 1,554 20.0 1, 694 19.5 2, 452 21.8 2, 562 20.8 3, 023 21.3 3, 280 20.5 4, 299 20.9
鉱業 8 0.1 19 0.2 22 0.2 32 0.3 42 0.3 71 0.4 94 0.5
工業 117 1.5 169 1.9 209 1.9 213 1.7 217 1.5 291 1.8 414 2.0
交通業 19 0.2 33 0.4 35 0.3 39 0.3 44 0.3 80 0.5 113 0.5
銀行会社員 1,597 20.5 1, 794 20.6 2, 420 21.5 2, 622 21.3 3, 002 21.2 3, 380 21.1 4, 564 22.1
公務員 3,029 39.0 3, 340 38.4 3, 620 32.2 4, 136 33.6 4, 886 34.4 5, 637 35.2 7, 077 34.3
自由業 1,023 13.2 1, 113 12.8 1, 421 12.6 1, 464 11.9 1, 677 11.8 1, 852 11.6 2, 149 10.4
無職 130 1.7 176 2.0 280 2.5 318 2.6 341 2.4 432 2.7 758 3.7
官公署 13 0.2 54 0.6 87 0.8 93 0.8 111 0.8 117 0.7 171 0.8
学校 25 0.3 35 0.4 55 0.5 58 0.5 64 0.5 67 0.4 81 0.4
社会事業団体 14 0.2 25 0.3 38 0.3 62 0.5 69 0.5 73 0.5 189 0.9
その他 238 3.1 248 2.8 590 5.2 676 5.5 692 4.9 718 4.5 632 3.1








倍）、「社会事業団体」（1. 52 倍）、「商業」（1. 45
倍）に大きな増加が見られたことであろう。それ
と同様に太平洋戦争勃発の昭和 16 年度末に向け


































10 → 11 11 → 12 12 → 13 13 → 14 14 → 15 15 → 16
農業 1.00 2.11 1. 11 1. 14 1. 33 2. 13
商業 1.09 1.45 1. 04 1. 18 1. 09 1. 31
鉱業 2.38 1.16 1. 45 1. 31 1. 69 1. 32
工業 1.44 1.24 1. 02 1. 02 1. 34 1. 42
交通業 1.74 1.06 1. 11 1. 13 1. 82 1. 41
銀行会社員 1.12 1.35 1. 08 1. 14 1. 13 1. 35
公務員 1.10 1.08 1. 14 1. 18 1. 15 1. 26
自由業 1.09 1.28 1. 03 1. 15 1. 10 1. 16
無職 1.35 1.59 1. 14 1. 07 1. 27 1. 75
官公署 4.15 1.61 1. 07 1. 19 1. 05 1. 46
学校 1.40 1.57 1. 05 1. 10 1. 05 1. 21
社会事業団体 1.79 1.52 1. 63 1. 11 1. 06 2. 59
その他 1.04 2.38 1. 15 1. 02 1. 04 0. 88
























記は、1927（昭和 2）年 1 月 1 日にはじまってい
る。




















































林献堂は、1939 年 8 月にも新しいラジオを購
入したようだ。「關關四時餘來，晚飯後共聽攀龍
応用社会学研究　2020　№ 62　13

















































月 16 日条）、400 機もの敵機による琉球諸島攻撃
（1944 年 10 月 11 日条）、敵軍の硫黄島上陸
（1945 年 2 月 20 日条）などをラジオで知り、戦
局が思わしくないことを日記に残している。また、
1944 年 10 月 12 日には、朝 7 時のラジオで敵機
が台湾に向かっているとの空襲警報を聴いたこと
も記している（1944 年 10 月 12 日条）。
































『呉新栄日記』は、1933 年から 1967 年まで残
されているが、1938 年 1 月 3 日から 1945 年 8 月
15 日までは和文で書かれている。






























































































（1940 年 5 月 16 日条）とラジオへの愛着を記し
ていたほどである。
そうした中、ラジオはドイツとソ連の開戦を伝


















ふであらう。（1941 年 12 月 8 日条）
このように、その日の様子を興奮気味に記した
呉新栄には日本の勝利をみじんも疑っていない。
その後も、シンガポールの陥落（1942 年 2 月
16 日条）、バタビアの陥落（1942 年 3 月 6 日条）、
























艦隊司令官の戦死（1943 年 5 月 31 日条）、敵の
潜水艦の攻撃による日本と台湾を結ぶ汽船 2 隻の
沈没（1943 年 10 月 29 日条）、九州の初空襲とマ
リヤナ諸島への敵の上陸（1944 年 6 月 16 日条）、
















下れる。」（1944 年 10 月 19 日条）などと記して





だ。」（1945 年 6 月 8 日条）、「今日はラヂオが
あったので、防衛情報をきくことが出來た。それ
で幾分か安心感が出來たので、午睡さへすること
が出來た。」（1945 年 7 月 14 日条）などと、送電
の回復によってラジオが再び使えることになった
安堵感を書いている。






幸である。」（1945 年 3 月 27 日条）と、ラジオの
ニュースでアメリカ軍の沖縄上陸を知った。その
後もドイツの降伏やヒットラーの自決（1945 年 4
月 30 日条、1945 年 5 月 3 日条）などもラジオを
通じて知ったのである。























































































報』、1941 年 12 月 15 日および 1942 年 1 月 16 日）、
台北海軍武官府に 3000 円の寄付をしたこと（同、
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